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１ 施策の目的

対象（誰、何を対象としているか） 意図（どのような状態にしたいのか）
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３ 市民満足度調査の状況
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令和 年度2 高松市施策評価表（元年度分）

2017

2018

2019

2020

2023

令和 年2

健やかにいきいきと暮らせるまち

支え合い、自分らしく暮らせる福祉社会の形成

生活困窮者等への自立支援

健康福祉局

生活福祉課

087-839-2343
Ｄ

 生活困窮者 　困窮の程度に応じ、最低限度の生活を保障するとともに、
自立を助長する。
　生活保護に至る前の生活困窮者に対して、生活困窮者自立
支援法に基づき早期的な支援を行うことにより、生活困窮状
態からの早期自立を図る。

勤労収入の増加による生活保護廃止率
％

年度29 年度30 元年度 年度2 年度5

14.9 10.5 11.6 21 22

　稼働能力のある者には、ハローワーク等と連携して就労指導すると
ともに、被保護者の状況を把握しながら、段階的に就労機会を増やす
など、経済的自立を目指し取り組んだ結果、前年度より１．１％増加
したものの、目標を下回った。

％55.2

点16

支援プラン作成率
％

年度29 年度30 元年度 年度2 年度5

15 15.3 23.1 50 50

　生活困窮者それぞれの状況に応じて、継続的かつ包括的な支援を実
施するための支援プランを作成し、困窮者の早期自立を促したが、支
援プランの作成に至るまでの相談者が少なく、前年度より７．８％増
加したものの、目標を下回った 。

％46.2

点13
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４ 施策に係るコスト

事業費

人件費

トータルコスト

５ 今後の方向性と課題

施策の推進状況と課題

施策推進の方向性

６ 施策を構成する基本事業及び事務事業の状況

基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

年度（決算）29 年度（決算）30 元年度（決算） 年度（予算）2

11,441,130 11,279,766 11,444,966 11,495,089

496,949 495,311 497,014 493,599

11,938,079 11,775,077 11,941,980 11,988,688

・生活保護受給世帯については、平成２７年度から２９年度までは減少傾向、３０年度から令和元年度までは横ばい傾向となって
いるが、新型コロナウイルスの感染拡大による景気悪化の影響から、生活保護申請への波及が懸念されるため、早急にケースワー
カー及び査察指導員数の充足を図るなど、実施体制の整備が必要である。
・生活保護に至る前の生活困窮者の自立支援については、早期支援を実現するため、地域における生活困窮者の把握など、地域
ネットワークを活用した包括的な取組が必要である。また、新型コロナウイルスの感染拡大による景気悪化の影響から、住居確
保給付金の申請への波及も懸念される。

　引き続き、生活困窮者等に対して健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自立支援施策を推進することにより、自
立を助長する。
　生活困窮者自立支援事業については、ニーズに応じた支援を計画的かつ継続的に行う。

生活困窮者の自立支援

（評価対象外）生活困窮者自立支援事業



基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

６ 施策を構成する基本事業及び事務事業の状況

生活保護制度の適正な運用

（評価対象外）行旅死亡人等取扱事業

（評価対象外）生活保護扶助事業

（評価対象外）ホームレス自立支援事業

（評価対象外）中国残留邦人生活支援事業


